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「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の施行について」意見募集結果

意 見 の 概 要 意見に対する考え方・対応

１ ． 対 策 地 域 に つ い て
１－１．なぜ地域によって規制されないところがあ 大都市地域においては、自動車交通が集中してい
るのか。対策地域外の自動車でも地域内を走行する ることから、従来からの対策のみでは二酸化窒素や
可能性があること、車庫とばしの懸念、国民の法の 浮遊粒子状物質の環境基準の確保が困難な状況にあ
下の平等、地球環境の観点等から、対策地域は全国 ります。このため、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法では、こ
とすべき （１７７件） うした地域を対策地域として指定し、特別の対策を。

総合的に実施していくこととされています。
対策地域の選定の考え方としては、昨年１２月の

中央環境審議会答申「今後の自動車排出ガス総合対
策のあり方について （以下「答申」といいます ）」 。
に示されたように、自動車走行量密度、自動車保有
台数密度、自動車排出窒素酸化物又は粒子状物質の
排出量密度の指標が全国平均の３倍から４倍を越え
ると、環境基準を超過するおそれのある地域が概ね
捕捉されることから、原則として、この考え方によ
って地域を選定しています。

その上で、車種規制等の対策効果が十分にあがる
よう、地域としての一体性等も勘案して、一定の広
がりを持つ地域を対策地域の候補としています。こ
れは、できるだけ広域的に指定を行うよう求めた国
会の附帯決議にも沿ったものです。

１－２．粒子状物質対策地域は狭すぎる。浮遊粒子 同上
状物質については、２次生成粒子の生成機序が広域
にわたることから窒素酸化物に比して広域に設定す
べきであり、環境基準を超過するおそれがある地域
を捕捉するのみでは狭きに失するので、この点から
拡大すべき （１件）。

１－３．宮城、群馬、栃木、京都、福岡等が対策 同上
地域から外されたのは納得いかない。

独自の測定結果に基づき、福岡市、北九州市、広
島市、福山市、高松市、仙台市、京都市、宇治市、
城陽市を対策地域に加えるべき （２件）。

１－４ 対策地域が限定されているのが問題であり 同上． 、
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「 、 」今回の規制は 現在の規制値のまま 全国拡大する
ということを行い、数年の大気汚染状況を計測した
上 で 改 善 が な い 場 合 に 規 制 値 を 厳 し く す べ き （ １。
件）

１－５．三重県長島町、木曽岬町等は選定基準に合 同上
致しないのに地域となっている （１件）。

１－６．愛知県境に位置している岐阜県について国 同上
道沿いの一部でも対策地域に入れるべき （１件）。

１－７．対策地域に隣接する埼玉県の大利根町、江 同上
、 、 。（ ）南町 滑川町 妻沼町を対策地域とすべき １件

１－８．常滑市は市内の９０％近くが市街化調整区 同上
域であり緑も多く、半島ということで通過車両は少

、 。（ ）ないので 対策地域に入れるのは時期尚早 １件

１－９．朝日町はなぜ対策地域なのか （１件） 同上。

１－１０．西枇杷島町は平成１２年東海豪雨の被災 同上
地。よって対策地域から除外すべき （１件）。

１－１１ 対策地域から知多半島を除外すべき １ 同上． 。（
件）

１－１２．対策地域の設定方法には異論はないが、 同上
名古屋周辺地域のうち三河地域の複数市町について
は実態とかけ離れた感がある （１件）。

１－１３．もし地域を限定するなら、基準不適合車 対策地域については、上述の考え方に基づいて、
へのステッカー義務付けなど流入車対策や車庫とば 特別の対策を実施する必要のある地域を指定するこ
し対策をすべき （４３件） ととしています。今回候補地とした地域は、２７６。

市区町村に及び、かなりの広がりを持っていること
から、地域内に使用の本拠の位置のある自動車によ
る交通が大部分であり、これに対する対策によって
効果をあげることができるものと考えています。一
方、対策地域以外の地域についても、全国的な自動
車単体規制等の対策が実施されています。なお、車
両の使用の本拠の位置が対策地域内にあるにもかか
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わらず 法逃れのために虚偽登録を行ういわゆる 車、 「
」 、 。庫とばし は 車庫法などにより禁止されています

１－１４．法律の施行と併せ地域外からの流入車対 同上
策として単体規制の強化を図るべき （１件）。

１－１５．対策地域内と外の企業では不平等が生じ 同上
るので、対策地域内の企業に何らかの優遇策を講ず
るべき （２件）。

１－１６．三重県は通過車両の問題があるので対策 同上
地域から外すべき （５件）。

１－１７．名古屋は通過交通が多いので対策地域か 同上
ら外すべき （１件）。

１－１８．地域を指定しても流入車があるので、道 同上
路の交通実態を詳細に調査し、関東に来ることが多
い東北や北海道に対策地域を設定すべき （１件）。

１－１９．対策地域における保有台数と流入車の比 同上。また、ディーゼル乗用車を規制対象に加え
率等を調査したか。対策地域に係るディーゼル乗用 ることにより、車種規制による粒子状物質削減効果
車に対する規制により環境を改善できると判断する が２割以上大きく見込まれることなどの試算結果が
に至った調査結果を公表すべき （５件） 答申に示されています。。

１－２０．対策地域の設定の根拠となるデータを公 自動車走行量密度、自動車保有台数密度、窒素酸
表すべき （２２件） 化物又は粒子状物質の排出量密度の指標が全国平均。

の３倍から４倍を越えると、環境基準を超過するお
それのある地域が概ね捕捉されるというデータが答
申に示されています。具体的には、過去７年間で環
境基準を１回以上超過したことがある地域の９５％
以上が、全国平均の３倍以上という基準で捉えられ
ます。

１－２１．対策地域の考え方の中で「環境基準を超 同上
過するおそれがある地域」と記述されているが具体

。（ ）的にどのような状態を指すのか記述すべき １件

１－２２．対策地域について走行量密度や自動車保 対策地域の選定においては、規制対象の候補とし
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有台数密度には規制対象とならない自動車が多く含 た自動車走行量密度や自動車保有台数密度の数値を
まれるので採用すべきではない（４件） 基に判断しています。

１－２３．前回の特定地域や今回新たに加わった地 大気汚染の状況については、毎年「大気汚染状況
域について汚染状況等の情報を提供すべき ２件 報告書」として環境省において取りまとめ、公表し。（ ）

ています。

１－２４．対策地域は交通量が少ない地域の含まれ 市町村を単位とした地域指定は、改正前自動車Ｎ
る市町村単位ではなく、主要幹線道路沿いの町単位 Ｏｘ法でも採用した方法であり、今回も引き続き同
の区分の方が妥当 （２件） 様の方法を採ることとしています。。

１ － ２ ５ ． 対 策 地 域 は 都 道 府 県 単 位 と す べ き （ ３ 同上。
件）

１－２６．三重県で今後バイパスが全線開通し、国 自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の施行については、総量削
道２３号の排出量が減れば見直しがあるのか教えて 減計画の計画期間の中間時点（平成１７年頃）に点
欲しい （１件） 検を実施し、その結果によっては、対策地域も含め。

て、見直しを検討する予定です。

１－２７．対策地域の今後の拡大はあるか、あると 同上
すればどこで、いつ頃か （４件）。

１ － ２ ８ ． こ れ 以 上 の 地 域 拡 大 は 止 め る べ き （ １ 同上。
件）

１－２９．施行後は定期的に対策地域の見直しを行 同上
うべき （１件）。

１－３０．当社は車種規制に対応困難なので対策地 自動車ＮＯｘ・ＰＭ法は、大都市地域を中心とす
域を縮小すべき （３件） る大気汚染を改善し、健康を保護するために、総合。

的な対策を推進することを定めた法律であり、対策
地域についても、対策の効果があがるよう適切に指
定する必要があります。国会の附帯決議でも、でき
るだけ広域的に指定するよう求められています。

１－３１．対策地域の指定について、当社の主たる 同上
輸 送 地 域 は 都 市 部 に 偏 在 し て い る の で 再 検 討 す べ
き （１件）。

１－３２．当社は車種規制に対応困難なので対策地 同上
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域から鈴鹿市を外すべき （１件）。

１－３３．当社は車種規制に対応困難なので対策地 同上
域から三重県の郡部を外すべき （１件）。

１－３４．営業所を地域外に移転しようにも三重ま 同上
で地域になっているとできないので、地域は名古屋

、 。（ ）地区のみとし 近郊への適用は除外すべき ２件

１－３５．国道２３号が数キロしか走っていない木 今回候補地とした地域の周辺地域については、上
曽岬、長島、桑名に比べはるかに市街化し人口も交 述の考え方から、現時点では対策地域とする必要性
通量も多い津、松阪、亀山が対策地域に含まれない は認められませんでした。しかしながら、これらの
のは疑問 （１件） 地域については、引き続き自動車交通と大気汚染の。

状況等の把握に努め、必要があると認められれば、
対 策 地 域 に 追 加 す る こ と も 含 め て 検 討 す る 予 定 で
す。

１－３６．川崎市市域は通過交通の比率が約１／３ 同上
を占めることから、車種規制の実効性を担保するた
め地域の拡大が必要 （１件）。

１－３７．対策地域は妥当 （４件）。
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２ ． 車 種 規 制 に つ い て
２ － １ 排 出 基 準

２－１－１．不況により車種規制に対応できず事業 自動車交通に起因する都市の大気汚染は、国民の
廃止をせざるを得ない。従業員とその家族も路頭に 生命健康を守るために緊急に取り組むことが求めら
迷うことになる。運送業界が大々的に痛手を受け、 れています。その際、経済活動への影響についても
消費者にも影響が出る。この不況下で環境問題を唱 できる限り配慮し、着実かつ円滑な対策の実施を進
える方が間違い （５０件） めたいと考えています。。

２－１－２．当社の経営が厳しいので規制の対象車 ３．５トン以下のトラック、バスも多数あり、排
両は３．５トン超に緩和すべき （１件） 出の寄与も大きいことから、これまでどおり大気環。

境改善のために規制対象に含め、取組を求める必要
があります。

２－１－３．ディーゼル乗用車を規制対象とするこ ディーゼル乗用車については、トラック・バスに
とに反対。追加した根拠を示すべき。そもそも購入 比べて窒素酸化物の排出寄与が小さいこと等からこ
時には年数を切って乗れなくなることは聞かされて れまで規制対象としていませんでしたが、粒子状物
おらず、長い年数乗ることを想定してディーゼル車 質の排出量が全体の約７％とバスよりも大きく、環
を購入しており、個人財産の剥奪ではないか。古い 境基準の達成のため対策強化が求められていること
車 は そ の う ち 淘 汰 さ れ て 数 が 減 っ て い く も の で あ から、規制対象として追加することが適当と考えて
り、敢えて規制する必要はない。企業と違い減価償 います。
却ということもなければ地域外の営業所に非適合車
を移すということもなく、ローンも残っており、子
供を抱え、家のローンも支払う中、この不況下での
車の買替は無理。個人所有のディーゼル車の排出寄
与割合、乗用車を規制に加えることによる効果等を
明らかにすべき。家族の一員に他ならない車を取り
上げないでください （６０件）。

２－１－４．低燃費自動車優遇税制ということでデ 低燃費車優遇税制はディーゼル車、ガソリン車そ
ィーゼル車の購入を促しておきながらいきなり車種 れ ぞ れ に 燃 費 の 良 い も の を 優 遇 し て い る 制 度 で あ
規制は許せない。せめて、平成１０年規制適合ディ り、今回の排ガス性能による規制とは、観点が異な
ーゼル乗用車は適用除外すべき （１件） っています。。

大気環境改善を目指すこの法律では、燃費の良い
自動車であっても排出基準に適合していないものに
ついては規制を行う必要があります。

２－１－５．ディーゼル車は燃費が良くＣＯ２排出 ディーゼルエンジンについては地球温暖化対策へ
量が少ないなど地球温暖化対策の点で利点があるの の貢献の可能性も指摘されていますが、当面は、健
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で、ディーゼル車を排除すべきではなく、ガソリン 康保護の観点から大気汚染を改善するためガソリン
車をディーゼル車並にするＣＯ２法を作るなど地球 車への代替を行っていただく必要があると考えてい
温暖化対策の点からの施策も行うべき。ＮＯｘ対策 ます。
よりＣＯ２対策に比重を置くべき （２３件）。

２－１－６．ヨーロッパでは地球温暖化の観点から 同上
ディーゼル車を奨励しているのにどうして日本では
ディーゼル車を規制するのか （８件）。

２－１－７．ディーゼル乗用車や３．５トン以下の 同じ用途に用いる自動車としてガソリン車への代
車の排出基準は厳しすぎる。販売中のディーゼル乗 替が可能である車種については、ガソリン車並の基
用車等もクリアできないような基準はおかしい。技 準とし、ガソリン車への代替を図ることとしている
術的に実現可能な数値にすべき （１４件） ので、現在のディーゼル車の技術レベルより厳しい。

基準となります。

２－１－８．ディーゼル技術による排出基準達成が いわゆる新長期規制が実施される時点（現在のと
可能となる時期をいつごろと予測しているのか １ ころ平成１７年を予定）ではこの法律に基づく排出。（
件） 基準が達成されますが、メーカーの努力による早期

達成も期待しています。

２－１－９．２０年以上経つ歴史的価値のあるディ 車種規制は環境保全のために規制を行うものであ
ーゼル車に対する救済措置を講じるべき （２件） り、歴史的価値といった観点から適用除外とするこ。

とは困難と考えています。

２－１－１０．使用頻度が少なく走行距離の短い車 走行距離等に応じて規制を行うことは、個々の車
（乗用車、キャンピングカー、レントゲン車、学校 について走行距離等を確認する手法を整備する必要
給食運搬車、ミキサー車など）は車種規制の対象外 がありますが、これは法的に担保されていないこと
とすべき （１６件） 等から、現実に採用することは困難と考えます。。

２－１－１１．稼働時間若しくは走行距離に応じた 同上
排出量を基準とすべき （７件）。

２－１－１２．使用過程車は使用頻度や整備状況を 同上
含めて排出基準の可否を決定すべき （２件）。

２－１－１３．大型車の規制が緩いので厳しくすべ 大型車については、ディーゼル車に代替してその
き （１６件） 用途に使用できるガソリン車がないため、最新規制。

値を基準としており、規制が緩いわけではありませ
ん。
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２－１－１４．３．５トン超のトラック等について 平成１７年に予定されている単体規制の強化に併
ppmは、このような排出基準では効果を望めない。まず せ、軽油中の硫黄分は平成１６年末までに５０

は低硫黄分の軽油の基準を定め、それを前提に排出 に規制強化される予定です。なお、単体規制の具体
基準を設けるべき （１件） 的規制値については、現在、中央環境審議会で審議。

されているところです。

２－１－１５．ディーゼル乗用車や３．５トン以下 大型車についても規制を強化する予定です。
の 車 よ り 、 排 出 量 の 多 い 大 型 車 を 規 制 す べ き （ ９。
件）

２－１－１６．車両積載量の重い車の方が走行距離 同上
が多いのでそうした車を規制すべき （１件）。

２－１－１７．バスのスタート時の黒煙はすごい量 バスについてもこの規制により新しい車への代替
。 、 。であり、規制すべき （１件） が進み 黒煙を出すものは減るものと考えています

２ － １ － １ ８ ． ガ ソ リ ン 乗 用 車 も 規 制 す べ き （ ５ ガソリン乗用車については、大気汚染防止法等に。
件） よりディーゼル乗用車に比して厳しい規制が実施さ

れていることからこの法律による規制は不要と考え
ています。

２－１－１９．粒子状物質はガソリン車からも排出 ガソリン車からの粒子状物質の排出は極めて少な
されている （１件） く、排出ガス規制値も定められていません。。

２－１－２０．建設機械、発電機等からも環境汚染 建設機械等のディーゼル特殊自動車から排出され
がある （１件） る窒素酸化物、粒子状物質等については、大気汚染。

防止法に基づく排出ガス規制を平成１５年度から実
施します。

２－１－２１．ナンバーがない特殊車が対象外であ 同上
ることは不公平である （１件）。

２－１－２２．二輪車も規制すべき （１件） 二輪車については窒素酸化物・粒子状物質ともに。
排出総量における排出寄与が極めて少ないため規制
は必要ないと考えています。

２－１－２３．昭和４９年以前の車が規制値に関係 車種規制については車検制度により担保されてい
なくすべてアウトになるのはおかしい （１件） ますが、一律に規制年次等により適合、非適合が判。

断されるものではありません。
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２－１－２４．ユーロ４対応のベンツが対象になる ユーロ４対応の自動車は今回の車種規制の排出基
。 。 、とすればおかしい （１件） 準に適合する可能性があると考えられます ただし

輸入車は排ガス基準の走行試験モードが異なること
から適合するかどうかは一概には言えず、個別に確
認する必要があります。

２－１－２５．現行ＮＯｘ法で代替やＮＯｘ低減装 大都市地域における著しい大気汚染を改善するた
置により適合した車両は規制対象外とするべき １ めには、使用中の自動車を含め規制することが必要。（
０件） です。したがって現行ＮＯｘ法で代替した車両やＮ

Ｏｘ低減装置により適合した車両についても新たな
基準を適用し、規制対象とする必要があります。

２－１－２６．国が認定した安全・環境基準を満た 大気の厳しい汚染状況にかんがみれば、使用過程
して生産・販売された車に対して遡って新たな基準 車についても規制を行うことはやむを得ないことと
を適用すべきではない （６件） 考えています。。

２－１－２７．１０・１５モードではなく渋滞時の １０・１５モードは、渋滞時を含め都市内の走行
排ガスの排出を調査すべき （１件） 実態を踏まえて作成された適切な走行モードと考え。

ています。なお、最近の都市内の走行実態について
調査を行うなど、排出ガス試験方法の見直しも含め
て検討しています。

２－１－２８．私の自宅は室内でも排ガス臭が漂っ 原 案 の ３ 分 の １ 以 下 と す る よ う な 厳 し い 規 制 に
ており、健康への悪影響を心配していることから、 は、対応する技術がなく、代替可能な車両がなくな
規制を厳しくすべき。特に排出基準について、２． ってしまうため採用できません。
５トン超のクラス、３．５トン超のクラスを原案の
３分の１以下と厳しくすべき （１件）。

２－１－２９．すべて乗用車レベルに規制すべきで 車両総重量３．５トンまでは、同じ用途で代替が
あり、燃料への課税で優遇されているのにガソリン 可能なガソリン車のレベルで規制します。それより
エンジンと差があることすらおかしい （１件） 重い自動車は、代替可能なガソリン車がないことか。

ら、ディーゼル車での代替ができるレベルを考えて
います。

２－１－３０．ＮＯｘ規制値については１．７トン 車両総重量によって区分される車種ごとに大気汚
から３．５トンまでを０．６３にすべき （１件） 染防止法による排出ガス基準が定められており、そ。

れをもとにこの法律の特別な排出基準を定めること
としており、車両総重量ごとに基準が異なります。

２－１－３１．ガソリン車に代替可能な区分では、 ３．５トン以下のものについてはディーゼル車の
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ＮＯｘはガソリン車の最新規制値、ＰＭもガソリン ガソリン車への代替が図られるレベルに設定するこ
車並とすべき （３件） とで十分であると考えています。。

２－１－３２．輸入車が規制外であるのは法の趣旨 輸入車についても、原則として規制対象とされて
か ら 外 れ て い る 。 輸 入 車 も 規 制 対 象 と す べ き （ ３ います。。
件）

２－１－３３．消防車等の公共の車両が適用除外で 公共の車両も規制する予定です。
あるなら問題がある （１件）。

２－１－３４．バスは公的輸送機関であり、自動車 バスについても一定の排出寄与があり、かつ、一
全体に占める割合も少なく、排出ガス総量削減策に 台当たりの排出量が多いことから、規制対象とする
対する影響は少ないと考えられるため、平成４年公 ことが適当ですが、平均使用年数を勘案し、他の自
布の自動車ＮＯｘ排出基準とするか、適用を除外又 動 車 よ り も 長 い 猶 予 期 間 を 設 定 し て い る と こ ろ で
は緩和すべき （４件） す。。

２－１－３５．ＰＭを規制対象とするなら、ＮＯｘ ＮＯｘについても依然として大気環境基準を達成
は規制対象から外すか、現行ＮＯｘ法の排出基準と していない地域が多いため引き続き規制対象とする
すべき （３件） ことが適当と考えています。。

２－１－３６．使用過程車の基準設定については、 新車の排出基準と連動して基準を強化することは
新車の排出基準と連動したＰＭ排出基準を設け、強 使用者の負担が重くなりすぎるため、現時点では考
化すべき （１件） えていません。。

２－１－３７．ＩＳＯ１２０００，ＩＳＯ１４００ ＩＳＯを取得して環境保全に努力されることには
１取得企業は規制から配慮すべき （２件） 敬意を表しますが、そうした企業であっても、使用。

する自動車については、この法律に基づく排出基準
に適合するものを使用していただきたいと考えてい
ます。

２－１－３８．排出基準値に近い数値のものは考慮 排出基準は一義的に明らかなことが適当であり、
すべき （１件） それ以下の排出ガス量であることが求められます。。

２－１－３９．ディーゼル乗用車は購入時にガソリ
ン車も選択できるのに燃料代が安いというだけで購
入した人がほとんどであり、自分の利益を追及して
環境に負担をかけるのは言語道断。このような規制
をするのは当然 （１件）。

２－１－４０．ディーゼル乗用車を対象に入れたの
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は、公平・平等という点から妥当 （１件）。

２－１－４１．運送業の業界の経営のことのみで判
断すべきでない。地球環境、子孫を守るため、むし
ろ我々が手本を示すべき （４件）。

２－１－４２．運送事業者として経営は厳しいが、
環境保全のためであり今回の規制はやむを得ない。
（４件）

２ － ２ 猶 予 期 間
２－２－１．車種規制の実施により所有車両のうち 大都市地域における窒素酸化物及び粒子状物質に
相当数の代替が必要となり多額の資金が必要となる よる大気汚染の状況が非常に厳しいことから、今回
が、資金調達が不可能であり事業廃止に追い込まれ の法改正がなされ、規制を強化することとなったも
るのではと心配している。不況で平均使用年数も前 のであり、国民の生命健康を保護するため、できる
回規制時より伸びている。こうしたことから猶予期 だけ速やかに排出基準に適合しない自動車を規制す
間を１０～１５年に延長して欲しい （９８５件） ることが求められていますが、使用過程車について。

も施行時期から一斉に規制することとなると、場合
によっては買ったばかりの車まで使用できなくなる
などユーザーの財産権の保護上問題があります。

そこで、使用過程車については、できるだけ早期
に自動車を代替する必要性と規制適合車への代替に
よって生じる使用者の負担を比較衡量して、それぞ
れの自動車の車種ごとに平均使用年数を基に、猶予
期間を原案のように設定しています。国民の健康保
護の重要性や猶予期間をできるだけ短縮するよう努
めることを求める国会の附帯決議も踏まえると、現
行の猶予期間を延長することはできないと考えてい
ます。

なお、車種規制について十分な周知を図った上で
施行するため、車種規制の実施は平成１４年１０月
とするほか、実施時に買い換えが必要な自動車が集
中することを平準化するため、車種、車令に応じて
１、２年程度の準備期間を設けることを予定してい
ます。
（普通トラックの場合の概略）

○平成元年以前の普通トラック
→ 平成１５～１６年に買い換え

○平成２年～平成５年の普通トラック
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→ 平成１６～１７年に買い換え
○平成６年～平成８年の普通トラック

→ 平成１７～１８年に買い換え
○平成９年以降の普通トラック

→ 初度登録から９年間で買い換え
（大型バスの場合の概略）

○昭和６１年以前の大型バス
→ 平成１５～１６年に買い換え

○昭和６２年～平成２年の大型バス
→ 平成１６～１７年に買い換え

○平成３年～平成５年の大型バス
→ 平成１７～１８年に買い換え

○平成６年以降の大型バス
→登録から１２年間で買い換え

他 の 車 種 に つ い て も 一 定 の 措 置 を 講 ず る 予 定 で
す。

２－２－２ 猶予期間の設定方法を明らかにすべき 同上． 。
猶予期間は、諸外国の平均、耐久性等技術的な観点
から耐用年数を算定し設定すべき （３件）。

２－２－３．猶予期間を９０％以上の人が車を手放 同上
すと思われる期間にすべき （１件）。

２－２－４．法成立以前に登録した中古車について 同上
は、猶予期間を登録から５年とすべき （１件）。

２－２－５．各企業が現有する規制対象車を、計画 同上
的に毎年１０％以上の車両を新車（長期規制車）に
代替することを条件に猶予期間を１０年に延長する
べき （１件）。

２－２－６．猶予期間を認めることに反対。仮に認 同上
める場合でも低減装置の装着義務、低硫黄燃料使用
などの追加対策をとるべき （１件）。

２－２－７．公共性の高い営業用トラックと自家用 上述した考え方から、大気汚染の改善のために規
トラックとを同一内容で規制することは納得できな 制を行うものであり、公共性の有無にかかわらず対
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い。営業用トラックについては猶予期間を延長すべ 策の必要があるものと考えており、国や地方公共団
き （１７９件） 体の車両についても対象となっています。。

２－２－８．なぜバスの方が貨物自動車の猶予期間 猶予期間については、それぞれの車種ごとの平均
より長いのか。貨物自動車は物流産業の担い手であ 使用年数を基に定めています。バスは貨物自動車と
り、むしろ逆ではないか （６件） 比べ平均使用年数が長いことから、原案のような猶。

予期間とすることを考えています。

２－２－９ バスの保有台数は非常に少なく かつ 同上。猶予期間については使用実態を基に設定す． 、 、
車両整備を１００％確実に実施していること、バリ ることとしており、公共性の有無を考慮しているも
アフリー法対応や排気ガス対策による車両価格の高 のではありません。
騰で多額の資金を要すること、バスは公共交通輸送
機関としての使命があることから、バスの猶予期間
を１５～１８年に延長すべき。バスの平均使用年数
は伸びており、猶予期間を当初大型バス１５年、マ
イクロバス１３年とし、段階的に大型バス１２年、
マイクロバス１０年に移行すべき。

また、マイクロバスの猶予期間も大型バス並にす
べき （１１件）。

２－２－１０．ディーゼル乗用車は耐久性に優れる 猶予期間については、それぞれの車種ごとの平均
。 、など長く乗れるものであり、個人が有するものであ 使用年数を基に定めています ディーゼル乗用車は

ることから、ディーゼル乗用車の猶予期間を延長す 乗用車の平均使用年数と車検の有効期間を勘案して
べき （１５件） ９年としています。。

２－２－１１．走行距離の短い車については、猶予 走行距離に応じて規制を行うことは、個々の車に
期間を緩和すべき （３５件） ついて走行距離を確認する手法を整備する必要があ。

りますが、これは法的に担保されていないこと等か
ら、現実に採用することは困難と考えます。

２－２－１２．一括して１０年以上のディーゼル車 排出基準に適合することを原則として、ユーザー
は使用禁止とは納得できない。日々整備をまめにし の財産権保護の観点から一定の猶予期間を設けるこ
ている車は１０年経っても、使用年数５，６年の手 ととしています。整備状態によって適用除外するこ
入れをしていない車より状態がよい。安価な定期検 とは困難です。
査等を行い、メンテナンスが適切に行われている車
の継続使用を可能とすべき （３件）。

２－２－１３．猶予期間を施行日からの猶予年数と 大都市地域における大気汚染を改善するため、早
すべき （３件） 期に排出基準に適合しない自動車を規制することが。

求められており、施行日から長期間適用猶予するこ
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とは適当とはいえません。

２－２－１４．猶予期間を短縮すべき。二酸化窒素 あまり短い猶予期間はユーザーの財産権保護上問
の環境基準を５年以内に達成することとし、猶予期 題があることから、原案の猶予期間が妥当であると
間を大幅に短縮すべき （７件） 考えています。。

２－２－１５ 新規に地域になるところについては 猶予期間を地域によって変えることは、制度が複． 、
猶予期間を延長すべき （１件） 雑となり混乱を招くこととなるため適切ではないと。

考えています

２－２－１６．特種自動車は一般車両に比べ価格が 特種自動車については、トラック等とは別に猶予
倍にもなるので、猶予期間を延長すべき （２件） 期間を設定することとしています。。

２－２－１７ 現行ＮＯｘ法対策済み車については 大都市地域における大気汚染の改善のため、排出． 、
猶予期間を対策時から起算すべき （１件） 基準に適合しない自動車について、例外を設けず規。

制することが必要です。

２ － ３ そ の 他
２－３－１．車種規制を行うよりもＰＭ・ＮＯｘ除 Ｄ Ｐ Ｆ は 粒 子 状 物 質 の 削 減 に 効 果 的 な 装 置 で す
去装置等の開発・装着義務付けや低硫黄軽油の普及 が、現時点では技術的課題があるため、すべての使
を行うべき そういったものの開発が行われるまで 用過程ディーゼル車に一律に義務付けることは困難。 、
車種規制は施行すべきではない （２４３件） です。ただし、効果のあるＤＰＦに対しては装着す。

る際の補助を行うこととしています。また、現在、
ＤＰＦの効果等を評価する手法・基準を作成中であ
り、それを踏まえてその開発を促し装着の促進を図
ることとしています。なお、平成１７年に予定され
ている単体規制の強化に併せ、軽油中の硫黄分は平
成１６年末までに５０ に規制強化される予定でppm
す。

２－３－２．車種規制を排ガス除去装置等の装着や 同上。なお、窒素酸化物・粒子状物質両基準値に
エンジン交換などで対応できるようにすべき また 適合していれば、使用は可能となります。。 、
各地の陸運局での検査や排ガス試験器を車検場に置
くなどすべき （６２件）。

２－３－３．排ガス試験機関を増やすか、あるいは 円滑な施行に向けて国土交通省とともに検討して
１回の試験合格における同型式適合証明書の発行台 いきたいと思います。
数を現行の９台から２９台にすべき （２件）。
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２－３－４．代替に変わる方策としてＤＰＦが認め 現時点では確実に基準をクリアするＤＰＦは確認
られるかどうか等ＤＰＦの位置づけを明確にすべき しておりませんが、仮にＤＰＦ等の装着をもって窒
（１件 。 素酸化物・粒子状物質両基準値に適合すれば使用が）

認められることとなります。

２－３－５．車種規制に伴う代替に対して、税制優 車種規制に伴う自動車の代替については、ユーザ
遇措置、金融面での支援措置等を講ずるべき。現状 ーの財産権保護の観点から猶予期間を設定するとと
の所有者に対する補償や代替及び補助装置取付費用 もに、新基準適合車への買い替えを行った場合の自
の助成を行うべき （２０２件） 動車取得税の軽減措置や、政府系金融機関による融。

資制度を設けています。

２－３－６．本制度のコストアップを自動車運送事 排出基準適合車への代替費用は、まずは自動車ユ
業者だけに負担させることに反対。環境改善の恩恵 ーザーが負担していただくこととなりますが、円滑
を 受 け る 関 係 者 全 て で 負 担 す る 具 体 策 を 検 討 す べ な施行のため、税制上の優遇措置などを講じてまい
き （３件） りたいと考えています。。

２－３－７．代替に係る費用は、ユーザーではなく 同上
国又はメーカーが負担すべき （２件）。

２－３－８．代替に係るコスト増については荷主も 同上
。 。（ ）負担すべき 行政は荷主に働きかけるべき ８件

２－３－９．自動車メーカーは、低廉な排出基準適 新車については、大気汚染防止法等に基づき順次
合車を早期に開発すべき （１１件） 排出ガス規制が強化されることになっています。。

２－３－１０．車両メーカーとユーザー側の需要と 供給面には支障がないよう自動車メーカーに要請
供給のバランスを行政側で明確化すべき （２件） するなど必要な努力をしてまいりたいと考えており。

ます。

２－３－１１．ディーゼルからの代替を行うならガ 燃料税制等については今後検討されるべき問題と
ソ リ ン の 減 税 又 は 軽 油 引 取 税 の 増 税 を す べ き （ ５ 考えています。。
件）

２－３－１２．車種規制ではなく規制対象車両や猶 初度登録から１１年を超えるディーゼル車及び１
予 期 間 経 過 車 両 に 自 動 車 税 等 の 割 増 税 を 賦 課 す べ ３年を超えるガソリン車について自動車税を概ね１
き （３件） ０％重くする措置を来年から行うこととなっていま。

す。

２－３－１３．現行自動車ＮＯｘ法において代替や 大都市地域における大気汚染が厳しい現状にかん
ＮＯｘ低減装置の取付等対策を講じた車に対する救 がみ、現行自動車ＮＯｘ法よりさらに厳しい規制を
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済措置を講ずるべき （１１件） 行う必要があること、粒子状物質については今回新。
たに規制対象に加わったことから、現行自動車ＮＯ
ｘ法で対策を講じた車であっても新たな排出基準に
適合していない車は規制する必要があり、その際に
ユーザーの財産権保護の観点から、猶予期間を設け
ているところです。

２－３－１４．身体障害者等に対する救済措置を設 大都市地域における大気汚染を改善し、国民の生
けるべき （１件） 命健康を保護するため、使用過程にある車両を含め。

規制を行うことが必要です。その際に、猶予期間を
設けるなどユーザーの負担の軽減に努めているとこ
ろであり、御理解をいただきたいと思います。

２－３－１５．まだ十分に使える車を廃車にするこ 廃棄物問題も重要な環境問題ですが、大都市地域
とにより廃車問題が生じ、かえって環境悪化につな における大気汚染は厳しい状況にあることから、こ
がるので、車種規制に反対。車両の代替にかかる環 うした地域における大気汚染対策を強化、実施する
境負荷と１０年以上経過した車両からの排ガスによ 必要があります。
る環境影響の試算比較を公表すべき。また、ものを
大事に長く使うことや、所有者の車に対する愛着を
認めるべき （４１件）。

２－３－１６．車種規制は憲法に定められた「私有 財産権については、公共の福祉の見地から合理的
財産の不可侵」に背くもの （１件） な範囲内で制限を加えることは認められており、現。

在の深刻な大気汚染状況にかんがみれば車種規制を
行うこともやむを得ないと考えています。

２－３－１７．車種規制ではなく基準非適合の新車 大都市地域における大気汚染が著しく、全国的に
の登録は禁止し、現在使用している車両については 行われている新車に対する単体規制だけでは十分で
車種規制ではなく今後所有者の名義変更、住所変更 はないことから、対策地域における車種規制は重要
を禁止し自然淘汰を待つべき （２８件） な対策であると考えており、使用過程にある自動車。

も 含 め 規 制 を 行 う こ と が 必 要 で あ る と 考 え て い ま
す。

２－３－１８．自動車行政の変更により中小中古車 同上
業者は手持ち車の値下がり、お客様との軋轢等によ
りなくなっていかざるを得ない （１件）。

２－３－１９．車種規制ではなく車両購入当時の基 同上
準を大きく逸脱していなければ使用を許可すべき。
そのための測定機を各陸運局に整備し、早期に実施
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すべき （１件）。

２－３－２０．車種規制より整備不良車を摘発すべ 同上。なお、自動車は道路運送車両法により本来
き。整備不良でないトラックは規制緩和をすべき。 点検整備が義務付けられており、また、いわゆる整
（９件） 備不良車両の運転は違法行為として取締りの対象に

なります。

２－３－２１．愛知県内を街宣車で走ることを出来 排出基準に適合していなければ、猶予期間経過後
なくするのか （１件） は使用できません。。

２－３－２２．車検時又は定期点検時にＥＩＣを実 ＥＩＣ（エンジン洗浄）したことをもって排出基
施した車は継続使用可能とすべき （１件） 準に適合していると判断することはできません。。

２－３－２３．車種規制より軽油に灯油を混ぜて売 軽油引取税の脱税による経済的メリットを追求し
っている販売会社等を摘発すべき （２件） てのことと考えられ、脱税の観点から取り締まるべ。

き問題と考えます。

２－３－２４．ＣＮＧスタンド等インフラ整備を先 地方自治体等が行う燃料供給施設の設置に対する
行させた上で車種規制を追従させるべき （８件） 補助など低公害車導入促進のための施策も行ってい。

ますが、大都市地域における大気汚染が厳しい現状
にかんがみ、使用過程にある自動車も含めた車種規
制は必要です。

２－３－２５．財政状況の悪化を理由に公用車の低 政府としても、率先して公用車の低公害車への代
公害車への代替を先送りしている行政が率先して代 替を進めることとしています。
替を進めるべき （１件）。

２－３－２６ 規制逃れの企業には厳罰を科すべき 車両の使用の本拠が対策地域にあるにもかかわら． 。
適格企業が生き残ればよく、淘汰される企業は早め ず、法逃れのために対策地域外に虚偽登録をするい
に事業廃止すべき （１件） わゆる「車庫とばし」は、車庫法により禁止され取。

締りの対象になります。

２－３－２７．自分の車がどれに該当するか分から 今後規制値が確定した段階で広く広報を行うなど
ない。規制値に引っかかるのはどの年式のどんな車 して、規制内容について広く周知を行っていきたい
種なのか列挙すべき。また、各自動車メーカーに各 と考えています。
年度規制車ごとの規制値公開を働きかけるべき １。（
０件）

２－３－２８．車検時に通知する方法では遅い。規 円滑な施行のため、内容が固まり次第広くお知ら
制対象車に、ＮＯｘ・ＰＭ法を説明した資料を早急 せしたいと考えております。
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に配布すべき （１件） なお、これまでの答申等については、その都度の。
発表をインターネットの環境省のホームページに掲
載しており、今後も活用していきたいと考えていま
す。

２－３－２９．初度登録から１０年７月使用してい 使用過程車で規制基準に適合しないものについて
るディーゼル自家用車は今回の規制にどのように対 は、施行時期以降で猶予期間を経過している場合に
処すればよいか。また、農耕機具の場合はどのよう は、対策地域内で登録できなくなります。ただし、
に対処すればよいか （１件） 既に猶予期間を経過している場合であっても、施行。

後の最初の車検には通ります。
農耕機具は車種規制の対象とはなりません。

２－３－３０．１日も早く黒煙を吐く車が世の中か
らなくなることを切望している （１件）。

２－３－３１．規制は当然のこと。国民の声なき声
に 耳 を 傾 け 、 １ 日 も 早 い 成 立 を 強 く 期 待 す る （ ５。
件）
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３ 事 業 者 排 出 抑 制 対 策 に つ い て
３－１．３０台未満の事業者が対象とならない根拠 環境保全の観点からはすべての事業者が計画を作
は何か （２件） 成することが望ましいと考えられますが、計画的に。

車種代替や使用合理化を行うには一定の事業規模が
必要であることなどから、関係都府県で行われてい
る事業者指導の実態にかんがみて３０台以上を使用
する事業者とすることが適当と考えています。

３－２．５０台以下の中小業者は、現在でも四苦八 同上
苦の折り、事務量の増加には絶対反対であり、対象
は５０台以上の自動車を使用する事業者とすべき。
（８件）

３－３．全事業者が自動車使用管理計画を作成すべ 同上
き （１０件）。

３－４．自動車使用管理計画の記載内容は簡素化す 事業者の判断基準の内容については、今後関係省
べき （１２件） 庁と連携して十分検討してまいります。その骨格と。

なる基本的事項については、総量削減基本方針に盛
り込むこととなっており、いずれ意見募集を行う予
定です。

３－５．事業者は昼食時を跨ぐ運行計画を避けるよ 同上
う努力すべき （１件）。

３－６．待機時の観光バスのアイドリングの禁止を 同上
事業者に指導すべき （１件）。

３－７．優良な事業者に税制上の優遇措置をとるべ 同上
き （１件）。

３－８．事業者排出抑制対策は、具体的な基準数値 同上
等も示すなど厳格な内容とすべき （１件）。

３－９．運送事業者に対する指導権限を国土交通大 国土交通省とともに十分な効果が上がるよう法の
臣に留保しているが、事業者による窒素酸化物等の 施行を行っていきたいと考えています。
排出抑制対策が計画的に行われるよう、指導の徹底
を求める （１件）。
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３－１０．事業者抑制対策の基準となる台数には、 車種規制に適合している自動車についても低公害
低公害車や代替が必要ない排出基準を相当下回る車 車への代替、使用の合理化等による排出抑制の取組
両数は含めないことが妥当と考える （６件） を行っていただく必要があるため台数に含め、対象。

とすることが適当と考えています。

３－１１．事業者排出抑制対策の対象自動車からは 同上
排出基準適合車は除外すべき （１件）。

３－１２．判断基準の策定に当たっては事業者の自 判断基準の策定に当たっては事業者の意見が反映
主的な取組が生かせるよう配慮すべき （１件） されるよう努めていきたいと考えています。。

３－１３．自動車使用管理計画の実施内容を認識に 事業者が確実に実施できるよう、できるだけ作成
よる違いがないよう統一すべき （１件） しやすいものにするよう努めていきたいと考えてい。

ます。

３－１４．事業者排出抑制対策について分社化して 分社化のコストを考えるとこの規制を免れるため
３０台以下とし規制対象外される可能性がある １ の分社化はまず生じないものと考えています。。（
件）

３－１５ 事業者排出抑制対策については妥当 １． 。（
件）
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４ 施 行 時 期 に つ い て
４－１．自動車の製造能力、業者の資金力、車両更 車種規制について十分な周知を図った上で施行す
新時期の平準化等の観点から、施行時期を３～１０ るため、車種規制の実施は平成１４年１０月とする
年延長すべき （１２９件） ことを予定しています。なお、事業者排出抑制対策。

については、原案どおり平成１４年５月に施行する
ことを予定しています。

４－２．各社により過去の車両の導入実績はまちま 同上
ちであり、規制に合わせて置き換えるとすると年度
により負担に大きくばらつきが出るため、将来的に
規制に適合することを前提に申請によるＮＯｘ法適

。（ ）用除外など一時的な延命措置を認めるべき １件

４－３．事前から承知していれば、準備をしていけ 同上
ることから、今回はまず昭和登録車までを規制し、
５年後くらいに平成５年車までの規制をするなど、
自動車の車両規制を事前公表し段階的に詰めていく
べき （１件）。

４－４．当社は代替により経営に重大な打撃を受け 同上
るので、使用過程車を５年計画で段階的に規制すべ
き （１件）。

４－５．初度登録が比較的新しい年式（平成４～５ 同上
年 程 度 ） の も の に つ い て 適 用 を 遅 ら せ る べ き （ １。
件）

４－６．前々から全国的に報道してメーカーが製造 同上
を止めて１０年経ってから、８年後なりの代替を進
める法律を作るべき （１件）。

４－７．施行時期は平成１４年５月１日を厳守すべ 同上
き （３件）。

４－８．乗用車に規制がかかることを知らずに買っ 御意見のとおり広報に努めたいと考えています。
てしまう人がいるので、乗用車が規制されることに
関して広報を徹底し、その後しかるべき期間を置い
てから乗用車の規制を行うべき （２件）。
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車種規制については対象となる自動車の所有者に
４－９．施行時期は原案より早期に行うべき （２ 対する周知期間が必要であると考えています。。

件）

４－１０．車種規制について、最初の車検を通すと
いう抜け穴があるのは問題 （１件） 同上。

． 。（ ）４－１１ 乗用車にこそ早期に実施すべき １件
乗用車とトラック等とは同じ施行時期を予定して

います。
４－１２．バス・トラックと乗用車で施行時期をず
らす必要があるのか （３件） 同上。
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５ そ の 他
５－１ 前回ＮＯｘ法失敗の責任をとるべき また これまでの自動車ＮＯｘ法の対策効果が不十分で． 。 、
ディーゼルエンジンが増えたのは国やメーカーの責 あったことを踏まえ、改正後の自動車ＮＯｘ・ＰＭ
任であり、所有者には何の罪もない （１２件） 法では、対策の強化を図ることにより、国としての。

責務を果たしてまいりたいと考えています。

５－２．低公害車の開発・普及促進策を行うべき。 環境省は、本年７月に経済産業省・国土交通省と
（１５件） 協 力 し て 「 低 公 害 車 開 発 普 及 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」、

。 、を策定しました このアクションプランに基づいて
今後、低公害車の開発・普及に一層積極的に取り組
んでいきます。

５－３．国土交通省がＨ１４年新規環境対策補助金 環境省は、地方公共団体が低公害車を導入する際
としてディーゼルバスの天然ガスバスへの切替の場 に補助してきており、さらにこれを拡充したいと考
合に差額を補助するという記事を見たが、環境省も えています。
これに連動すべき （１件）。

５－４．東京都条例、埼玉県条例と法律との整合を 法の施行に当たって、混乱が生じないよう、各自
図るべき （２０件） 治体と十分に連絡・調整をしていきたいと考えてい。

ます。

５－５．対策地域や車種規制の内容については広く 環境省では、法の円滑な施行のため、車種規制の
速やかに国民に周知するべき。特に新たに加わる対 内容等について、今後とも積極的なＰＲに努めてい
策地域内のユーザーや、ディーゼル乗用車ユーザー きたいと考えています。

、 。（ ）については 事前に十分な情報提供が必要 ３件

５－６．当該パブリックコメントは広く知らされて パブリックコメントについては、平成１１年３月
いない 再度広く周知を図り締め切りを延長すべき に閣議決定された手続きに従い、実施しています。。 。
（１０件） その際、インターネットの他、記者発表も行い、そ

の実施についてお知せしたところです。

５－７．意見を聴く会議を一般ユーザーを含めて開 同上
催すべき （１件）。

５－８ ３倍にも緩めた環境基準の おおむね達成 環境基準達成に向け、最大限の対策を行いたいと． 「 」
をさらに１０年先送りすることは許しがたく、即刻 考えています。車種規制の効果等をかんがみれば環
達成を目指し、実施可能な対策はすべて行うという 境基準の達成のためには一定の期間が必要と考えて
基本姿勢に立ち、最大限の方策をもって対策にあた いますが、できるだけ早期の達成を目指します。
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るべき （１件）。

５－９．現行ＮＯｘ法において、対策を実施したに 現行ＮＯｘ法に基づく対策の効果等については、
もかかわらず、環境の悪化を予防できなかった原因 一部については情報の不足から十分な評価が困難と
や、どのくらい規制対象となる車が増加したのかな しながらも、可能な範囲で評価・分析が行われてい

。 、 。どについて様々な角度から調査分析し、その結果を ます この評価は 答申において公表されています
広く公表すべき （５件）。

５－１０．行政は事業者ともっと話し合い環境の負 今回の法改正に先立って行われた中央環境審議会
荷低減に向けた効率的な方法を模索すべき。審議に における審議では、関係事業者等からのヒアリング
全日本トラック協会が参加しているのか （２件） 等も実施されました。。

５－１１．アイドリングを法律で規制したり、無料 自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく対策については、
又は安価な休憩所の整備、観光スポットへのバス乗 今後、国が定める総量削減基本方針に基づき、各自
務員の休憩所、外部電源ソケットの設置、アイドリ 治体が総量削減計画を策定する中で、具体的に決定
ングオフ時にも使えるクーラー、ヒーターの開発な されることとなります。総量削減基本方針の策定に
どアイドリング対策をすべき （４件） あたっては、御指摘いただいた交通流対策・ＴＤＭ。

施策・アイドリングストップなどについても検討を
加え、案の固まった時点で、再度パブリックコメン
トの手続きを実施したいと考えています。また、各
地域において総量削減計画を策定する際にも、関係
者よりなる協議会が設けられて、計画の内容が議論
されることとなっており、関係者の様々な意見が反
映されることとなっています。

なお、今後の国の施策のあり方に関する様々な御
提言については、今後の施策の参考とさせていただ
きます。

５－１２．大気環境の改善には、環状道路の整備、 同上
物流効率化や物流拠点の整備、単体規制、使用過程
車対策、低公害車の普及促進、交通流円滑化対策、
燃料品質の確保、ＩＴＳの活用を含むＴＤＭの推進
等総合対策が必要 （３件）。

５－１３．総合的な交通体系の中で公共交通への転 同上
換策を明確にして早急に実施すべき。マイカーから
公 共 交 通 機 関 へ の 誘 導 施 策 の 推 進 を 行 う べ き （ ９。
件）
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５－１４．車を販売する部門に車種規制等の事実を 同上
正しく伝えることを義務付けるべき （２件）。

５－１５．新長期規制適合車の早期実現に努めるべ 同上
き （３件）。

５－１６．白ナンバーを排除し、４トン以上のトラ 同上
ックは営業ナンバーのみにすべき （２件）。

５－１７．渋滞緩和を狙った交通インフラ整備につ 同上
、 。（ ）いて 料金収受システムは的が外れている １件

５－１８．渋滞発生メカニズムや緩和策を自動車運 同上
転者に周知すべき （１件）。

５－１９．免許取得時、更新時などに燃費に関する 同上
環境教育を行うべき （１件）。

５－２０．大都市を迂回する有料道路通行料は無料 同上
化 あ る い は 現 行 の ３ 分 の １ ～ ４ 割 程 度 に 下 げ る べ
き （４件）。

５－２１．すごい煙を出しているディーゼル車を車 同上
検に通す工場を摘発すべき （１件）。

５－２２．車だけこんなに規制されるのは不思議。 同上
工場に規制をかけるべき （１件）。

５－２３ 対策地域内の航空機や船舶も規制すべき 同上． 。
（２件）

５－２４ 自動車総量規制を検討・実施すべき ６ 同上． 。（
件）

５－２５．走行量密度や保有台数密度が大都市地域 同上
で高い数値となることは当然。これらの改善のため
には、渋滞の改善や人口や車の集中を抑制するとい
った根本的な対策が必要 （１件）。

５－２６．都市部に流入する通過交通を抑制するた 同上
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めのバイパスの整備を促進すべき （２件）。

５－２７．光触媒塗料等を利用したＮＯｘの浄化な 同上
ど設置型大気浄化装置の開発・普及を行うべき １。（
件）

５－２８．低公害車普及促進対策補助などは、事業 同上
者が個別に補助申請する方式ではなく、製造メーカ
ーに補助を集約し、販売価格を補助の分だけ下げる
方式など簡素化すべき （１件）。

５－２９ 今後は国の施策として公的資金を投入し 同上． 、
我が国メーカーが世界に先駆け地球環境にやさしい
「環境対策エンジン」を開発すべき （１件）。


